
◆11月28日、行政刷新会議の規制・制度改革委員会(委員長＝岡素之・住友商事㈱相談役)は「社会福祉法人の在り方」

をテーマとして集中討議を開き、介護事業主体としての社会福祉法人の在り方を議論するとともに、すべての社会福祉

法人の財務諸表を公開することを求める意見をまとめました。この「規制・制度改革委員会」は、平成21年９月18日

に閣議決定された「行政刷新会議の設置について」の規定に基づき、規制・制度改革に関する検討を行うために行政刷

新会議に設置されたもので、特定の分野に関する調査・検討を行うため、「経済活性化ワーキンググループ」「グリー

ンワーキンググループ」が設置されているものです。

これまで既報のとおり社会福祉法人の内部留保につい

ては、様々なシンクタンクの研究員の研究報告や、また

昨年12月の厚労省公表データ、そしてその後の財務省の

コメントや会計検査院による国の決算検査報告等におい

ても指摘されております。

委員からは、社福の内部留保などを正確に把握する必

要性を訴える意見が多く出され、厚労省に対して、すべ

ての社福の財務諸表の公表などを検討するよう求めまし

た。

委員会では、昨年12月の厚労省公表データ(特養の待

機者が42万人を超えている状況下で、1施設あたりの内

部留保が3.1億円としたデータ)をもとにした議論が交わ

されました。専門委員として出席したキヤノングローバ

ル研究所研究主幹の松山幸弘氏は、法人設立目的が相続

税対策や補助金獲得であったりする事例を指摘し、内部

留保を社会還元する意思のない法人の使命感が不十分な

例についてコメント。施設経営法人の財務諸表の分析を

実施するとともに、全国をカバーする第三者評価機関の

設立が急務との意見を述べています。また一方で、民間企業の事業者として出席した㈱日本ヒューマンサポート代表取

締役の久野義博氏は、民間企業と社福のイコールフッティングについて要望する意見を述べています。民間企業運営の

有料老人ホーム等においても社福の特養と同等もしくはそれ以上のサービスを提供しているとし、社福だけが受けられ

る補助金制度や税制上の優遇措置の廃止などを要望しました。

これらの意見・議論に対し、こうほうえん理事長の廣江研氏は、社福としての使命を果たしている法人や事業につい

ては、税制上の優遇措置を確保すべきとし、同時に全国一律で第三者評価を実施できる体制を整えることによって劣悪

な事業者を排除する工夫が必要であることを述べています。

また社福の財務諸表については、現在ではほとんどの一般的なケースとして、利用者が開示を求めた場合に限って閲

覧に供されるなど、限られた人にしか閲覧することができない点や、外部監査を受けていない法人が大多数である点な

どを問題視する意見が多く出され、委員会ではこれらの議論を踏まえて、厚労省に次の点の検討を要望しました。

≪委員会における要望内容≫

▽全社福(施設経営法人16,300法人)の財務諸表の全件公開 ▽一定規模の社福について外部監査を義務付け

▽内部留保の実態把握と、社会還元へのインセンティブ導入の検討 ▽全国一律の第三者評価制度の導入

特に松山氏からは「財務分析の専門家が10人いれば、全国の社福の分析は3か月でできる」との意見が出され、早期の

実施を求められました。岡委員長は、これらの要望について厚労省としての見解を年内にも取りまとめるよう求めまし

た。

これらの議論は、これまで戦後60年以上にわたって我が国の社会福祉事業を推進する原動力となってきた社会福祉法

人の存在意義そのものが問われるものであり、また社福の多くを占める一法人一施設のケースを踏まえた議論も重要に

なってくることが予想されます。国民の目が社福に向き始めていることの証左でもあり、今後も当会としては動向に注

視し、会計専門家の集団としてかかわっていくことが必要と考えられます。来年4月の定期研修会では、さらにこの問

題について深く研鑚を積む機会とする予定です。（参考：内閣府ＨＰほか）
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